
貸 借 対 照 表 ２００５年３月３１日現在

資 産 の 部
百万円

流 動 資 産 １，０９５，８８１
現 金 及 び 預 金 ５５，４８８
受 取 手 形 １０，３１４
売 掛 金 ４４２，５１７
有 価 証 券 ５０，０００
製 品 １２７，５６５
半 製 品 及 び 仕 掛 品 １１２，００５
材 料 ２６，１２４
前 渡 金 ２４，６１９
前 払 費 用 ７，２８６
繰 延 税 金 資 産 ６４，０２６
そ の 他 ２０６，３２５
貸 倒 引 当 金 △３０，３９１
固 定 資 産 １，５４７，３００
有 形 固 定 資 産 ４９７，４２７
建 物 １６２，６４７
構 築 物 １６，１８０
機 械 及 び 装 置 １８２，９２５
車 両 及 び 運 搬 具 １１８
工 具 器 具 及 び 備 品 ５１，２３５
土 地 ５２，８９３
建 設 仮 勘 定 ３１，４２６
無 形 固 定 資 産 ３９，２２７
ソ フ ト ウ ェ ア ３０，５７８
そ の 他 ８，６４８
投 資 そ の 他 の 資 産 １，０１０，６４５
投 資 有 価 証 券 ９８，０２４
関 係 会 社 株 式 ５３５，２６６
関 係 会 社 出 資 金 ５７，６４４
長 期 貸 付 金 ６８，３１０
長 期 前 払 費 用 ５，８４１
繰 延 税 金 資 産 １８６，７５１
そ の 他 ５９，９０６
貸 倒 引 当 金 △１，０９９
資 産 合 計 ２，６４３，１８２

負 債 の 部
百万円

流 動 負 債 １，１１０，７１８
支 払 手 形 ２，７０７
買 掛 金 ５０２，３９４
短 期 借 入 金 １６３，０４１
社 債 １１８，７０８
未 払 金 ２１２，９５４
未 払 法 人 税 等 ２，０５８
前 受 金 ７１，４９０
預 り 金 １，５０８
製 品 保 証 等 引 当 金 １，９７８
受 注 工 事 損 失 引 当 金 １５，０８０
日本国際博覧会出展引当金 ６６５
そ の 他 １８，１３１
固 定 負 債 ８１２，６３２
社 債 ３９８，５２１
長 期 借 入 金 １９１，０００
退 職 給 付 引 当 金 ２２０，３９６
パソコンリサイクル引当金 ２，６５９
そ の 他 ５５
負 債 の 部 合 計 １，９２３，３５０

資 本 の 部

資 本 金 ２７４，９２６
資 本 剰 余 金 ２６２，６５０
資 本 準 備 金 ２６２，６５０
利 益 剰 余 金 １６４，１２４
任 意 積 立 金 １８，４４４
圧 縮 記 帳 積 立 金 １２，８８６
特 別 償 却 準 備 金 ５，４７６
プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金 ８１
当 期 未 処 分 利 益 １４５，６７９
その他有価証券評価差額金 １９，７１７
自 己 株 式 △１，５８７
資 本 の 部 合 計 ７１９，８３１
負 債 及 び 資 本 合 計 ２，６４３，１８２



（注）１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。

２．関係会社に対する短期金銭債権 ３０４，４２０百万円

関係会社に対する長期金銭債権 ８６，１８０百万円

関係会社に対する短期金銭債務 ４６１，９４９百万円

３．有形固定資産減価償却累計額 １，３４３，０９６百万円

４．保証債務及び保証類似行為 ２８９，４５４百万円

５．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 １９，８８２百万円

６．有価証券の評価基準及び評価方法

市場価格のある有価証券の評価基準は時価法、評価方法は移動平均法によってい

る。

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び半製品は個別法による原価法又は移動平均法による低価法、仕掛品は個

別法による原価法又は総平均法による低価法、材料は移動平均法による原価法又

は低価法によっている。

８．有形固定資産の減価償却は、定率法を採用しているが、１９９８年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用している。

９．退職給付引当金は、退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。

１０．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

１１．受注工事損失引当金及び日本国際博覧会出展引当金は、商法施行規則第４３条に規

定する引当金である。



損 益 計 算 書
自２００４年４月１日
至２００５年３月３１日

経 常 損 益 の 部
営 業 損 益 の 部
売 上 高
売 上 原 価
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受 取 利 子
受 取 配 当 金
雑 収 入
営 業 外 費 用
支 払 利 子
雑 損 失

経 常 利 益
特 別 損 益 の 部
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 等 売 却 益
特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損
事 業 構 造 改 善 費 用
環 境 対 策 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
合併による未処分利益受入額
自 己 株 式 処 分 差 損
中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

百万円

２，８１６，３１７
２，２５８，５７７
５０４，１７１
５３，５６８

６０，３３０
６４４

３０，２９３
２９，３９２
５９，９７８
９，８２１
５０，１５７
５３，９２０

３２，６４５
２３，７００
８，９４５
５８，７３６
４０，６４０
９，２４２
８，８５３
２７，８３０
△２，５５４
１２，７８７
１７，５９６
１３４，４８９

２９
４

６，４３２
１４５，６７９



（注）１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。

２．長期請負工事（工期２年以上、請負金額５０億円以上）に係る収益の計上は、工事進

行基準を採用している。

３．固定資産売却益２３，７００百万円のうち主なものは、土地売却益２２，３６０百万円である。

４．投資有価証券等売却益８，９４５百万円は、投資有価証券売却益６，７２７百万円及び関

係会社株式等の売却益２，２１７百万円である。

５．投資有価証券等評価損４０，６４０百万円は、関係会社株式等の評価損３８，７４８百万円及

び投資有価証券等の評価損１，８９２百万円である。

６．事業構造改善費用９，２４２百万円のうち主なものは、ブラウン管事業に係るもの

５，９９６百万円である。

７．環境対策費用８，８５３百万円は、過去にコンデンサ、変圧器等に使用していた不燃

性絶縁油とその使用製品等の無害化対策に係るものである。

８．関係会社に対する売上高 １，６８５，９１２百万円

９．関係会社からの仕入高 １，４３２，４９８百万円

１０．関係会社との営業取引以外の取引高 ８４，５１０百万円

１１．１株当たり当期純利益 ５円４７銭


